
（ 消火器に関する 基準）  

第 3 7 条 令別表第１ 各項に掲げる 防火対象物に存する 場所のう ち、 次の各号に掲げる 場所には、

令別表第２ においてその消火に適応する も のと さ れる 消火器を 設けなければなら ない。 ただし 、

令第1 0 条第１ 項各号に掲げる 防火対象物又はその部分に存する 場所については、 こ の限り でな

い。（ か）（ す）  

⑴ 火花を 生ずる 設備のある 場所 

⑵ 変電設備、 発電設備その他こ れら に類する 電気設備のある 場所 

⑶ 鍛冶場、 ボイ ラ ー室、 乾燥室その他多量の火気を 使用する 場所 

⑷ サウ ナ設備のある 場所（ う ）  

⑸ 溶接又は溶断の作業を する 場所（ う ）  

⑹ 動植物油、鉱物油その他こ れら に類する 危険物又は別表第８ に掲げる 可燃性固体類及び可燃

性液体類を 煮沸する 設備又は器具のある 場所（ う ）（ す）（ せ）  

２  前項の規定によ り 設ける 消火器は、 令第1 0 条第２ 項及び第３ 項の規定の例によ り 設置し 、 及び

維持し なければなら ない。（ う ）（ え）  

 

【 解説】  

 本条は、 令別表第１ 各項に掲げる 防火対象物又はその部分で、 場所的な出火危険性に着目し て、 初

期消火のための消火器を 設けよ う と する も のである 。  

 

１  第１ 項 

 ⑴ こ の規定によ る 付加は、令第 1 0 条第１ 項の適用を 受けない令別表第１ に掲げる 防火対象物又

はその部分で、 本項各号に掲げる 設備等のある 場所へ適用する 。  

 ⑵ 「 防火対象物に存する 場所」 と は、 建築物又は工作物の中若し く は建築物の屋上にある と いう

こ と であり 、 屋外にある 場合は、 令別表第１ の防火対象物に該当し ない限り 、 除かれる 。（ 第 3 7

条の２ 及び第 4 0 条表中中欄において同じ 。）  

 ⑶ 第１ 号の「 火花を 生ずる 設備のある 場所」 と は、グラ ビ ア印刷機、ゴ ム ス プレ ッ ダー、起毛機、

反毛機、 製綿機その他操作に際し 火花を 生じ 、 かつ、 可燃性の蒸気又は微粉を 放出する 設備のあ

る 場所を いう 。  

   場所の範囲は、 設備の取扱上必要最小限度の周囲の場所を 含める（ 以下、 第２ 号から 第６ 号ま

で、 第 3 7 条の２ 及び第 4 0 条表中中欄において同じ 。）。  

 ⑷ 第２ 号の「 変電設備」 と は、 第 1 2 条に規定する 設備を いう 。  

 ⑸ 第２ 号の「 発電設備」 と は、 第 1 3 条に規定する 設備を いう 。  

 ⑹ 第２ 号の「 その他こ れら に類する 電気設備」 と は、 交流にあ っ ては 6 0 0 ボルト 、 直流にあっ

ては 7 5 0 ボルト を 超え、 かつ、 ５ キロ ボルト アン ペア以上の電気設備（ 高圧又は特別高圧の電

路に接続する リ アク ト ル、 電圧調整器、 油入開閉器、 油入コ ン デン サー、 油入遮断器、 計器用変

成器等） を いい、 油入、 乾式を 問わないも のである 。  

   なお、 急速充電設備については、 第 1 2 条の２ に掲げる 設備を いう 。  



 ⑺ 第３ 号の「 その他多量の火気を 使用する 場所」 と は、 厨房（ 個人の厨房を 除く 。）、 営業用食品

加工炉及びかま ど を 設置する 場所、 工業炉及びかま ど を 設置する 場所、 熱風炉を 設置する 場所、

公衆浴場の火焚場、 火葬場のかま 場、 焼却炉を 設置する 場所等を いう 。  

 ⑻ 第４ 号の「 サウ ナ設備」 と は、 第７ 条の２ に掲げる 設備を いう 。  

 ⑼ 第５ 号の「 溶接又は溶断の作業」 と は、 一定の事業目的に従っ て反復継続さ れる 作業を いう 。 

 ⑽ 第６ 号の「 煮沸する 設備又は器具のある 場所」 は、 営業を 目的と し た揚げ物等を 調理する 設備

等のある 場所又は工場等で可燃性固体類等を 加熱又は煮沸する 設備のあ る 場所のこ と で、煮沸す

る 設備と は、 必ずし も 沸点に達する こ と を 目的と し た設備を 示すも のではない。  

 

２  第２ 項 

本条によ り 設置する 消火器の設置及び維持の技術上の基準については、令第 1 0 条第２ 項及び第

３ 項の規定の例によ る こ と を 定めたも のである 。  

  なお、 設置する 消火器については、 その対象に適応し たも ので 1 0 型以上の消火器を 設置する こ

と が望ま し い。  


